
決　　算　　書

令和元年度

自　平成31年 4月 1日

至　令和2年 3月31日

株式会社ひなたぼっこ



備考勘　定　科　目 予　算（A） 決　算（B） 差異（A）-（B）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

介護保険事業収入 42,806,000 39,584,470 3,221,530

経常経費寄附金収入 1,000 1,000

受取利息配当金収入 1,000 29 971

その他の収入 75,000 411,710 △336,710

事業活動収入計(1) 42,883,000 39,996,209 2,886,791

支
出

人件費支出 19,569,000 29,305,633 △9,736,633

事業費支出 9,852,000 5,566,493 4,285,507

事務費支出 10,014,000 6,205,435 3,808,565

支払利息支出 138,000 165,904 △27,904

事業活動支出計(2) 39,573,000 41,243,465 △1,670,465

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 3,310,000 △1,247,256 4,557,256

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入 施設整備等収入計(4) 0 0 0

支
出

固定資産取得支出 1,285,362 △1,285,362

ファイナンス・リース債務の返済支出 700,000 1,586,700 △886,700

施設整備等支出計(5) 700,000 2,872,062 △2,172,062

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) △700,000 △2,872,062 2,172,062

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

その他の活動による収入 11,500,000 △11,500,000

その他の活動収入計(7) 0 11,500,000 △11,500,000

支
出

長期運営資金借入金元金償還支出 1,591,000 1,591,000

役員等長期借入金元金償還支出 1,000,000 1,000,000

その他の活動による支出 2,594,000 △2,594,000

その他の活動支出計(8) 2,591,000 4,185,000 △1,594,000

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) △2,591,000 7,315,000 △9,906,000

19,000
19,000予備費支出(10)

3,195,6820 △3,195,682当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)

6,034,2166,034,216 0前期末支払資金残高(12)

9,229,8986,034,216 △3,195,682当期末支払資金残高(11)+(12)

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないもの
とする。

第一号第一様式
（第十七条第四項関係）

社長 専務 会計 担当者

法人単位資金収支計算書
(自) 平成31年4月1日　(至) 令和2年3月31日

(単位：円)  法  人  名  : 株式会社ひなたぼっこ



第一号第三様式
（第十七条第四項関係）

社長 専務 会計 担当者

社会福祉事業区分 資金収支内訳表
(自) 平成31年4月1日　(至) 令和2年3月31日

(単位：円)  法  人  名  : 株式会社ひなたぼっこ

事業区分合計内部取引消去合計本部
デイサービスえん

がわまり

デイサービスひだ
勘　定　科　目

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

介護保険事業収入 23,101,132 16,483,338 39,584,470 39,584,470

受取利息配当金収入 29 29 29

その他の収入 409,510 2,200 411,710 411,710

事業活動収入計(1) 23,510,671 16,485,538 0 39,996,209 0 39,996,209

支
出

人件費支出 12,200,834 11,896,319 5,208,480 29,305,633 29,305,633

事業費支出 3,114,932 2,451,561 5,566,493 5,566,493

事務費支出 3,733,716 2,463,769 7,950 6,205,435 6,205,435

支払利息支出 157,191 8,713 165,904 165,904

事業活動支出計(2) 19,206,673 16,820,362 5,216,430 41,243,465 0 41,243,465

事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2) 4,303,998 △334,824 △5,216,430 △1,247,256 0 △1,247,256

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入 施設整備等収入計(4) 0 0 0 0 0 0

支
出

固定資産取得支出 1,285,362 1,285,362 1,285,362

ファイナンス・リース債務の返済支出 1,433,124 153,576 1,586,700 1,586,700

施設整備等支出計(5) 1,433,124 1,438,938 0 2,872,062 0 2,872,062

施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5) △1,433,124 △1,438,938 0 △2,872,062 0 △2,872,062

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

事業区分間繰入金収入 5,216,430 5,216,430 5,216,430

その他の活動による収入 4,500,000 7,000,000 11,500,000 11,500,000

その他の活動収入計(7) 4,500,000 7,000,000 5,216,430 16,716,430 0 16,716,430

支
出

長期運営資金借入金元金償還支出 1,591,000 1,591,000 1,591,000

事業区分間繰入金支出 3,129,858 2,086,572 5,216,430 5,216,430

その他の活動による支出 2,504,000 90,000 2,594,000 2,594,000

その他の活動支出計(8) 7,224,858 2,176,572 0 9,401,430 0 9,401,430

その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8) △2,724,858 4,823,428 5,216,430 7,315,000 0 7,315,000

3,049,666146,016 0当期資金収支差額合計(10)=(3)+(6)+(9) 3,195,682 3,195,6820

06,034,216 0前期末支払資金残高(11) 6,034,216 6,034,2160

3,049,6666,180,232 0当期末支払資金残高(10)+(11) 9,229,898 9,229,8980

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないもの
とする。



勘　定　科　目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減（A）-（B）

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

介護保険事業収益 39,584,470 2,796,809 36,787,661

経常経費寄附金収益 22,000 △22,000

その他の収益 235,150 235,150

サービス活動収益計(1) 39,819,620 2,818,809 37,000,811

費
用

人件費 29,305,633 4,508,674 24,796,959

事業費 5,566,493 2,798,520 2,767,973

事務費 6,098,435 2,886,031 3,212,404

減価償却費 1,871,361 202,574 1,668,787

サービス活動費用計(2) 42,841,922 10,395,799 32,446,123

サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) △3,022,302 △7,576,990 4,554,688

サ
｜
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

受取利息配当金収益 29 6 23

その他のサービス活動外収益 176,560 15,200 161,360

サービス活動外収益計(4) 176,589 15,206 161,383

費
用

支払利息 165,904 15,809 150,095

サービス活動外費用計(5) 165,904 15,809 150,095

サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 10,685 △603 11,288

△7,577,593△3,011,617 4,565,976経常増減差額(7)=(3)+(6)

特
別
増
減
の
部

収
益

施設整備等寄附金収益 1,000,000 △1,000,000

特別収益計(8) 0 1,000,000 △1,000,000

費
用

基本金組入額 1,000,000 △1,000,000

特別費用計(9) 0 1,000,000 △1,000,000

特別増減差額(10)=(8)-(9) 0 0 0

△7,577,593△3,011,617 4,565,976当期活動増減差額(11)=(7)+(10)

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

前期繰越活動増減差額(12) △7,577,593 0 △7,577,593

当期末繰越活動増減差額(13)=(11)＋(12) △10,589,210 △7,577,593 △3,011,617

基本金取崩額(14) 0 0 0

その他の積立金取崩額(15) 0 0 0

その他の積立金積立額(16) 0 0 0

次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) △10,589,210 △7,577,593 △3,011,617

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできない
ものとする。

第二号第一様式
（第二十三条第四項関係）

社長 専務 会計 担当者

法人単位事業活動計算書
(自) 平成31年4月1日　(至) 令和2年3月31日

(単位：円)  法  人  名  : 株式会社ひなたぼっこ



第二号第三様式
（第二十三条第四項関係）

社長 専務 会計 担当者

社会福祉事業区分 事業活動内訳表
(自) 平成31年4月1日　(至) 令和2年3月31日

(単位：円)  法  人  名  : 株式会社ひなたぼっこ

がわまり
事業区分合計内部取引消去合計本部

デイサービスえんデイサービスひだ
勘　定　科　目

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

23,101,132 39,584,47039,584,470介護保険事業収益 16,483,338

235,150 235,150235,150その他の収益

39,819,620039,819,620サービス活動収益計(1) 23,336,282 16,483,338 0

費
用

12,200,834 29,305,63329,305,633人件費 11,896,319 5,208,480

3,114,932 5,566,4935,566,493事業費 2,451,561

3,626,716 6,098,4356,098,435事務費 2,463,769 7,950

1,607,904 1,871,3611,871,361減価償却費 263,457

42,841,922042,841,922サービス活動費用計(2) 20,550,386 17,075,106 5,216,430

0 △3,022,302△3,022,302サービス活動増減差額(3)=(1)-(2) 2,785,896 △591,768 △5,216,430

サ
｜
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

29 2929受取利息配当金収益

174,360 176,560176,560その他のサービス活動外収益 2,200

176,5890176,589サービス活動外収益計(4) 174,389 2,200 0

費
用

157,191 165,904165,904支払利息 8,713

165,9040165,904サービス活動外費用計(5) 157,191 8,713 0

0 10,68510,685サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5) 17,198 △6,513 0

△598,2812,803,094 △5,216,430経常増減差額(7)=(3)+(6) △3,011,617 △3,011,6170

特
別
増
減
の
部

収
益

5,216,4305,216,430事業区分間繰入金収益 5,216,430

5,216,43005,216,430特別収益計(8) 0 0 5,216,430

費
用

3,129,858 5,216,4305,216,430事業区分間繰入金費用 2,086,572

5,216,43005,216,430特別費用計(9) 3,129,858 2,086,572 0

0 00特別増減差額(10)=(8)-(9) △3,129,858 △2,086,572 5,216,430

△2,684,853△326,764 0当期活動増減差額(11)=(7)+(10) △3,011,617 △3,011,6170

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

△7,577,5930前期繰越活動増減差額(12) △7,577,593 0 0 △7,577,593

△10,589,2100当期末繰越活動増減差額(13)=(11)＋(12) △7,904,357 △2,684,853 0 △10,589,210

00基本金取崩額(14) 0 0 0 0

00その他の積立金取崩額(15) 0 0 0 0

00その他の積立金積立額(16) 0 0 0 0

△10,589,2100次期繰越活動増減差額(17)=(13)+(14)+(15)-(16) △7,904,357 △2,684,853 0 △10,589,210

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないもの
とする。



増減前年度末当年度末

負　債　の　部資　産　の　部

増減前年度末当年度末

流動負債 8,835,641 3,060,499 5,775,142

事業未払金 3,785,727 1,442,112 2,343,615

役員等短期借入金 2,000,000 2,000,000

１年以内返済予定長期運営
資金借入金 3,013,000 1,591,000 1,422,000

未払費用 70,000 35,000 35,000

職員預り金 △33,086 △7,613 △25,473

流動資産 15,052,539 7,503,715 7,548,824

現金預金 4,386,877 5,513,168 △1,126,291

事業未収金 10,530,662 1,925,547 8,605,115

前払費用 135,000 65,000 70,000

固定負債 26,160,217 15,602,077 10,558,140

長期運営資金借入金 5,818,000 7,409,000 △1,591,000

リース債務 7,641,836 2,976,696 4,665,140

役員等長期借入金 12,700,381 5,216,381 7,484,000

負債の部合計 34,995,858 18,662,576 16,333,282

純　　　資　　　産　　　の　　　部

基本金 1,000,000 1,000,000

基本金 1,000,000 1,000,000

国庫補助金等特別積立金

その他の積立金

次期繰越活動増減差額 △10,589,210 △7,577,593 △3,011,617

（うち当期活動増減差額） △3,011,617 △7,577,593 4,565,976

固定資産 10,354,109 4,581,268 5,772,841

 基本財産

 その他の固定資産 10,354,109 4,581,268 5,772,841

建物 1,031,920 681,866 350,054

車輌運搬具 388,075 388,075

器具及び備品 730,972 453,032 277,940

有形リース資産 6,166,172 972,648 5,193,524

ソフトウェア 1,637,820 2,074,572 △436,752

差入保証金 140,000 140,000

その他の固定資産 259,150 259,150

13,321,66512,084,98325,406,648

△3,011,617△6,577,593△9,589,210

13,321,66512,084,98325,406,648 負債及び純資産の部合計

純資産の部合計

資産の部合計

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。

第三号第一様式
（第二十七条第四項関係）

社長 専務 会計 担当者

法人単位貸借対照表
令和2年3月31日現在

(単位：円)  法  人  名  : 株式会社ひなたぼっこ



第三号第三様式
（第二十七条第四項関係）

社長 専務 会計 担当者

社会福祉事業区分 貸借対照表内訳表
令和2年3月31日現在

(単位：円)  法  人  名  : 株式会社ひなたぼっこ

がわまり
事業区分計内部取引消去合計本部

デイサービスえんデイサービスひだ
勘　定　科　目

17,175,27417,175,2745,388,90111,786,373流動資産

4,386,8774,386,8775,2264,381,651現金預金

10,530,66210,530,6625,313,6755,216,987事業未収金

135,000135,00070,00065,000前払費用

2,122,7352,122,7352,122,735事業区分間貸付金

10,354,10910,354,1092,045,7458,308,364固定資産

 基本財産

10,354,10910,354,1092,045,7458,308,364 その他の固定資産

1,031,9201,031,920429,350602,570建物

388,075388,075388,075車輌運搬具

730,972730,972358,056372,916器具及び備品

6,166,1726,166,172870,2645,295,908有形リース資産

1,637,8201,637,8201,637,820ソフトウェア

140,000140,000140,000差入保証金

259,150259,150259,150その他の固定資産

0 27,529,38320,094,737資産の部合計 7,434,646 0 27,529,383

10,958,37610,958,3762,729,2358,229,141流動負債

3,785,7273,785,727216,5003,569,227事業未払金

2,000,0002,000,0002,000,000役員等短期借入金

3,013,0003,013,000390,0002,623,000１年以内返済予定長期運営資金借入金

70,00070,00070,000未払費用

△33,086△33,086△33,086職員預り金

2,122,7352,122,7352,122,735事業区分間借入金

26,160,21726,160,2177,390,26418,769,953固定負債

5,818,0005,818,0005,818,000長期運営資金借入金

7,641,8367,641,836870,2646,771,572リース債務

12,700,38112,700,3816,520,0006,180,381役員等長期借入金

0 37,118,59326,999,094負債の部合計 10,119,499 0 37,118,593

1,000,0001,000,0001,000,000基本金

1,000,0001,000,0001,000,000基本金

国庫補助金等特別積立金

その他の積立金

△10,589,210△10,589,210△2,684,853△7,904,357次期繰越活動増減差額

△3,011,617△3,011,617△2,684,853△326,764（うち当期活動増減差額）

0 △9,589,210△6,904,357純資産の部合計 △2,684,853 0 △9,589,210

27,529,383 0負債及び純資産の部合計 27,529,38320,094,737 7,434,646 0

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。



１．継続事業の前提に関する注記

該当なし

２．重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法
　　・満期保有目的の債券等－償却原価法（定額法）
　　・上記以外の有価証券で時価のあるもの－決算日の市場価格に基づく時価法
（2）固定資産の減価償却の方法
　　・建物並びに器具及び備品－定額法
　　・リース資産
　　　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　通常の賃貸借に係る方法に準じた会計処理によっている。
（3）引当金の計上基準
　　・退職給付引当金－・・・なし
　　・賞与引当金　  －・・・なし

３．重要な会計方針の変更

該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

該当なし

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

　　 当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1）法人全体の計算書類(会計基準省令第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式)
（2）事業区分別内訳表(会計基準省令第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式)
（3）社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)
（4）公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)
　　 当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。
（5）収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)
　　 当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
（6）各拠点区分におけるサービス区分の内容
  ア デイサービスひだまり（社会福祉事業）
 イ　デイサービスえんがわ（社会福祉事業）

６．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高

合　　計 0000

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

計算書類に対する注記(法人全体用)
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８．担保に供している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。

円

0計 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

円

0計 円

９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

    （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

建物 1,031,920118,3761,150,296

車輌運搬具 388,07545,125433,200

器具及び備品 730,972147,986878,958

有形リース資産 6,166,1721,216,5087,382,680

合　　計 8,317,1391,527,9959,845,134

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

      （貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要。）

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

債権の当期末残高徴収不能引当金の当期末残高債権額

事業未収金 10,530,66210,530,662

立替金

事業区分間貸付金 2,122,7352,122,735

合　　計 12,653,397012,653,397

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

(単位：円)

種類及び銘柄 評価損益時価帳簿価額

合　　計 000



１２．関連当事者との取引の内容

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

(単位：円)

  種                 類

  法  人  等  の 名  称

  住                 所

  資     産    総    額

  事 業 の 内容又は職業

  議 決 権 の 所 有割合

関係   役員の兼務等

内容   事業上の関係

  取   引   の   内  容

  取    引     金    額

  科                 目

  期    末     残    高

取引条件および取引条件の決定方針等
・・・

１３．重要な偶発債務

該当なし

１４．重要な後発事象

該当なし

１５．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び

      純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし
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